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1 , , , ,  UC-
EDC B Vol.136-No.5, pp.505-514, (2015) 
2 

 
3 

2016  
4 

2015  
5 T. Kato, K. Kawai, Y. Suzuoki, ‘Evaluation of Forecast Accuracy of Aggregated Photovoltaic Power Generation by Unit 
Commitment’, (978-1-4799-1303-9/13, IEEE, Power Energy Society General Meeting 2013) 

                                                   

Source Number of
subgroup

Lower
output limit
[%]

Control
reserve
unit

Coal 3 30 no
Oil 3 10 yes
LLNG 3 10~15 yes
Gas-CC 3 10 yes
Independent
( 3 10 yes

Zone-exchange 

Number of
interzone tie-
lines( 0 no

Nuclear 1 0 no
Pump storage 1 0 yes
Hydro reservor 1 - yes
Hydro run of river 1 - yes
PV 1 - no
Wind 1 - no
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Kainuma et.al(2014): Mikiko Kainuma, Ken Oshiro, Go Hibino and Toshihiko Masui, 2014. Japan 
Chapter, Pathways to Deep Decarbonization, 2014 Report, 
http://unsdsn.org/wp-content/uploads/2014/09/DDPP_20 14_report_Japan_chapter.pdf  

(2014):  2050 
, Journal of Japan Society of Energy and Resources, Vol.35, 

No.4,pp.31-39.  
(2017):  2017  2050 

 http://www.wwf.or.jp/activities/170215LongTermEnergy Scenario2017_Final_rev2.pdf 
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(1)Foerdergesellschaft Erneuerbare Energien e. V.,”Industry Guide 2015: Thermochemical Biomass Gasification”; 
http://www.fee-ev.de/11_Branchenguide/FEE_Industry_Guide_2015.pdf 
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「大気汚染に係る環境保健サーベイランス調査」を調べる 

西 川 榮 一（大阪から公害をなくす会／公害環境測定研究会） 

（e-nishikawa@dab.hi-ho.ne.jp） 

キーワード：大気汚染，健康影響，NO2大気濃度，ぜん息有症率，疫学 

 

１．はじめに 

 「サーベイランス調査」とは，環境省が 3歳児（1996年度から），6歳児（2004年度から）を対象に毎年全国

規模で実施している呼吸器系症状に関する健康調査，及び調査対象者が居住する場所（3次メッシュ，約1km四

方）の大気汚染物質（SO2，NO2，NOx，SPM）の一般環境濃度を推定する環境調査のことで，主な目的は２つ，

1 つは呼吸器系症状及び大気汚染の現状と経年的動向の観察，2 つは呼吸器系疾患有症率と大気汚染物質濃度と

の関係の分析である。毎年報告書（以下では「調査報告」という）が作成され，環境省ウエブでも公開されてい

る。その内容を見て筆者が最も注意を引かれた点は，報告書結論部分で「3歳児調査，6歳児調査のいずれでも大

気汚染物質濃度が高くなるほどぜん息有症率が高くなるような関連性を示す結果は見られなかった。」（H26年度

報告書，環境省2016）とまとめられていることである。 

 図 1は「サーベイランス調査」で得られた主な結果の 1つで，H26年度の 6歳児(男女全体)のぜん息有症率(調

整率)と NO2一般環境濃度との分布図である。この図など

に基づいて上述のような評価がなされているのである。し

かし NO2 は呼吸器系に健康影響をもたらす大気汚染物質

として重視され，早くから環境基準が置かれて現在もなお

その汚染改善のために NOx･PM 法などさまざまな対策が

実施されつつある。然るにどうして図1のような，まるで

負の相関関係にあるようなデータが，この「サーベイラン

ス調査」で得られたのだろうか。強い疑問を感じたので

H26年度「調査報告」を調べてみた。本稿はその報告であ

る。他にも調べたい疑問点があるが，ここでは6歳児のぜ

ん息有症率及びNO2のデータに焦点を絞って報告する。 

 

２．「サーベイランス調査」の調査方法を調べる 

21 「サーベイランス調査」の調査方法概括 

■調査対象  北海道旭川市～沖縄県那覇市の全国38市・区・地域（6歳児調査のH26年度）。非常に広域にわ

たり，個々の調査地域にも非常に広い所がある。対象者数は 6歳児85100人，回答者数74298人(87.3％)。 

■調査方法  A 健康調査 ATS-DLD 質問票に基づく呼吸器系症状の質問，合わせて居住環境などのデータを

収集し，住所から 3次メッシュの位置を特定，B環境調査 一般環境測定局データを利用して 3次メッシュの

大気汚染濃度（「調査報告」では背景濃度と呼ぶ）を推定，C大気汚染影響の解析 AとBのデータから呼吸器

症状と大気汚染濃度の関係を次の3つの側面から調べる，①対象者別背景濃度区分と呼吸器症状有症率の関係，

②調査対象地域ごとの対象者別背景濃度の平均値と呼吸器症状有症率の関係，③オッズ比による検討。 

22 いくつかの問題点 

≪問題点1≫「調査報告」のメッシュ濃度推定法では局所的な汚染濃度を的確に捉えられない 

一般環境測定局のデータを基に空間的に補間するやり方で，3 次メッシュの濃度を推定している。しかし一般

環境測定局の設置数はそれほど多くなく，データ利用可能な測定局が 1点とか2点とかしかない地域も少なく

ない。この方法では幹線道路沿道など局所的な汚染濃度は的確に捉えられない。 

≪問題点2≫有症者の背景濃度を的確に捉えられない場合がある 

「調査報告」に示されている回答者や有症者のメッシュ分布地図を見ると，回答者が対象地域の一部に偏在集

中している場合，あるいは有症者の多いメッシュが局所的に偏在する地域が見られる。 

- 38 -
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≪問題点3≫局所的汚染源の影響の有無を検討する必要がある  

幹線道路，交差点やインターチェンジなど自動車交通が集中する地点，大規模な工業施設が近接している場合

など，それら局所的な影響の有無を検討する必要がある。 

 ［ノート］調査対象地域内で幹線道路など局所的な汚染によって健康影響が生じている場合，健康調査の方ではその

影響が反映されたデータが採取できるだろう。しかし汚染濃度の方は，上述の問題点 1,2,3のために局所汚染が

捉えられていないから，健康影響と汚染濃度との関係を正しく解析できない。 

≪問題点4≫ぜん息有症率に対するアレルギー症既往歴の影響の調整には注意を要する 

アレルギー既往歴の有症率に対する影響が大きく，「調査報告」ではその影響を調整した有症率(図1の調整率)

で健康影響を評価しているが，その調整方法はアレルギー症既往歴とNO2濃度との間に相関性が存在しない場

合には適用可能である。しかし花粉症やアレルギー性鼻炎の既往歴は NO2 濃度との間に相関性がみられる。

「調査報告」のような調整操作を行うとしても，この相関性が見られない範囲に限るべきであろう。 

≪問題点5≫ 北海道～沖縄では気象・気候が大きく異なるが，地域差の影響は検討されていない 

地域差がもたらす大気汚染影響の 1つとして，気温の相違あるいは暖房使用の相違について検討する必要があ

ろう。屋内空気汚染の程度や曝露程度に大きく影響するからである。 

 

３ ≪問題点≫を考慮して調査対象地域別データを調べる 

■問題点を念頭において38地域の特徴を見ると，4つ  のグループに分けた方がよいと思われる。 

グループ a 寒冷気候で室内汚染影響が無視できないと思われる地域。ここでは 18-18℃デグリーデー2000 超と

なる地域を寒冷地域とした。 

グループ b 自動車道路沿道，大規模製鉄所近接など，一般環境と異なる条件がある思われる地域 

グループ c ここで指摘したような≪問題点≫が見当たらず，「サーベイランス調査」が目的とするデータが採取

できている地域。 

グループ d 有症者分布が，回答者分布の中の局所に偏在していて，回答者全体の平均NO2濃度では，有症者居

住メッシュの濃度を捉えられていないと思われる地域。 

■調査対象地域ごとの対象者別背景濃度の平均値と呼吸器症状有症率の平均値との関係 

図 1は 38地域のデータを一括して両者の相関を見た図であるが，これを上述のグループごとに区別してプロ

ットすると図 2のようである。図から次のことが読み取れ

よう。 

＊グループ a，b，dのデータは，ばらつきが大きく相関性

も明確でない。またグループ cと比べて有症率は明らか

に高い。指摘した問題点が反映して，NO2濃度との関係

を見るには不適切なデータと思われる。 

＊グループ cは，他グループと比べてばらつき少なく，NO2

濃度との相関が明瞭に読み取れる。 

 

４ おわりに 

「サーベイランス調査」のデータ収集とその分析方法に

ついて調べ，問題点を指摘した。2点を提起したい。 

①疫学的データとして使用に耐えるのはグループ cだと思われるので，このデータを用いて検討すべきではない

か。グループ cのデータでみるとぜん息有症率とNO2濃度との間には有意な正の相関関係が読み取れる。 

②グループ a，b，dのデータは，≪問題点1，2，3，5≫なども含め，データ採取のプロセスの再吟味，あるいは

今後のデータ採取計画のあり方を検討する必要があるのではないか。 

【引用文献】環境省環境保全部(2016)，平成26年度 大気汚染に係る環境保健サーベイランス調査報告。 
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住民による大阪府全域の NO2濃度と健康影響の調査研究 

 

○久志本俊弘・西川榮一・喜多善史（公害環境測定研究会）,中村毅（大阪から公害をなくす会） 

連絡責任者：発表者 久志本俊弘（to4ksmt@yahoo.co.jp） 

キーワード：NO2 測定,天谷式カプセル,大阪府メッシュ,健康アンケート 

 

１．はじめに ソラダス 2016 測定運動の概要 

大阪では多数の住民が参加し,天谷式簡易測定法を用いて,大阪府全域の NO2 一斉測定及び健康ア

ンケート調査（通称ソラダス）を続けている。昨年実施したソラダス 2016 測定運動結果を報告す

る。 

2.測定方法と内容 

21.方法 前回のソラダス 2012 についての報告(久志本ら 2013,「人間と環境」39 巻 3 号)に述べた方

法と同じである。今回は, 2016 年 5 月 19 日(木) 18：00～20 日(金) 18：00 の 24 時間 カプセルを

暴露した。この時間帯の自治体常時測定局の日平均濃度は 2015 年度の年平均濃度と比べると,一般

局で平均 10％ほど,自排局で平均 25％ほど高い濃度となる日に当たっていた。 

22.測定・調査内容 

① NO2測定メッシュ測定････府域を 3 次メッシュ（基準地域メッシュ）で区切った各メッシュに（大

阪市域はさらに細かく 4 区画に）測定カプセル 5 個ずつ設置を基本とした（計 6,982 個）。 

② NO2 自主測定･･･参加者がそれぞれの目的でカプセ

ルを設置した(計 2,243 個)。 

③ 健康アンケート調査･･･DSD-ATL に準じた質問票に

より参加者がその家族も対象に健康アンケート

を記入した（計 4,873 名）。 

④ 行政常時測定局との対比も実施し,ほぼ前回と同

じ結果であった。 

３.メッシュ測定結果 

①メッシュ測定の NO2 濃度マップを図 1 に示した。全

平均値 18ppb で,大阪市,大阪市に隣接する 10 市,及

びその他の府域の 3 グループに分けた平均濃度はそ

れぞれ 22,16,14ppb となっていた。大阪市域が最も高

く大阪市から周辺へ向かって濃度が低下する傾向,

各行政区平均濃度での高濃度行政区はほとんど大阪

市域で占められていたことなどは,これまでの結果

と同じで,浪速区,西区,港区,住之江区は過去 3 回と

同じくワースト 10 に入っていた。 

② 図２に,カプセル NO2濃度と道路面積率とを比較したところ相関性が強かった。なお,大阪市域の湾

岸 5 区（西淀川,此花,港,大正,住之江）は,違った傾向であり,湾岸地域の産業活動・港湾活動とそ

れらに伴う大型・重量車交通の影響が大きいと見られる。 

③個別カプセル値を見ると,環境基準下限の 40ppb を超えている地点も多くあり,中には上限の 60ppb

を超える地点,80ppb を超える驚くべき濃度の地点もあり,平均濃度だけ見ていては捉えられない高濃

大阪市（拡大） 

＞40ppb

30～40ppb

20～30ppb

15～20ppb

10～15ppb

 5～10ppb

5ppb 以下

山 ＞10ppb

山 5～10ppb

山 5ppb以下

 図１ ソラダス 2016 

2016 年 5 月 19 日 18 時 

～5 月 20 日 18 時測定 
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度汚染スポットが存在していた。その多くは自

動車交通の影響が強い所に見られた（国道 43号

線と阪神高速道路が重なる港区周辺,吹田市や

浪速区の高速道路や幹線道路が折り重なった

所,住之江区の湾岸埋め立て地と沿岸をつなぐ

道路周辺で大型車・重量車交通が集中する所）。 

④行政の常時測定局が浪速区,港区には測定局は

設置されておらず,また吹田の高濃度地点にも

測定局がないなど,少なくない局所的な高濃度

地点の汚染実態が,現在の行政常時測定網では

捉えられていなかった。 

〇まとめ 高濃度汚染が何年も続く地点が存在

し,早急に監視体制を充実強化するとともに,

的確な汚染対策を講じること,健康調査を行

い,被害対策を講じることが緊急の課題であ

ると考える。 

４.自主測定結果  

・国道 43 号線沿道で最高は 83ppb,60ppb 以上が 8 個,40ppb から 60ppb が 10 個というすさまじい濃

度であった。その他の地点でも 50,60ppb を超える値が幹線道路沿道や道路交差点で見られた。 

・今回初めて学校グループ（小中高学校など 86 校）で取り組まれたが,道路沿いの学校で 50ppb を

超える結果があった。 

・大阪勤労者山岳会の測定により,周辺の山頂で濃度は低いが,それでも 10ppb を超える地点があり

都市域汚染ガスが山頂まで広がっていた。 

５.健康アンケート調査結果 

①カプセル NO2濃度の高い順に 66 区市町村を 8

つのブロックに分け,ぜん息有症率を比較した結

果,図 3 に示したような相関性（P＜0.04）を得

た。メッシュ測定による NO2濃度であり,健康ア

ンケート回答者の居住地の実測値といえるので,

こういう調査結果は他では行われておらず,重要

な結果と考える。 

②なお,大阪の行政常時測定局（一般 69 か所）の

NO2年平均値を用いて,上記と同じ区分した結果

でも正の直線近似での相関性（P＜0.04）を確認できた。 

③ 道路沿道とそうでない地点の２区分でぜん息有症率を比較した結果,前者が 7.2％,後者が 4.9％とい

う結果であった。15 歳以下だけのグループでは前者が 4.8.％,後者が 2.2％であった。なお, 行政常時

測定局の 2014 年度年平均値を用いて,NO2とＰＭ2.5とを対比した結果,正の相関性を確認した。 

〇まとめ ぜん息の有症率は NO2濃度が年平均値 0.020ppm 以下とみられる領域でも相関が認められ

る。国の NO2環境基準を早急に見直しすべきと考える。 

６．引用文献  公害環境測定研究会年報 2016（21 号） 

図 2 大阪市各区 NO2メッシュ全平均濃度
と道路面積率の相関 

図３ NO2濃度とぜん息有症率  
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